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1. 市場統合の補償から「新しい成長」の手段へ
2. 欧州地域政策の歴史と現状
3. 地域政策をめぐる論議－ 2000 年から 2006 年－
4. 第 5 期の地域政策に向かって























1 欧州地域政策は欧州委員会（European Commission）のなかで地域総局（Directorate-General for Regional 
and Urban Policy）が所管する EU の政策分野の総称であるが、1992 年のマーストリヒト条約に「経済的・
社会的結束」という目的が書き込まれて以来「結束政策 Cohesion Policy」とよばれることが多い。この政策
に用いられる資金には、後に本文中で説明する ERDF、ESF、Cohesion Fund、EMFF、EAFRD の 5 基金が
あり、それらは総称して構造基金とよばれるので、構造政策という語も、地域政策、結束政策と同様の意味で
用いられている。なお、2014 年改革で基金の併用が可能になり、また申請手続きの統一化がおこなわれたので、







growth」「持続可能な成長 sustainable growth」「包摂的な成長 inclusive growth」）を掲げる










益者）を EU に結び付けているからである。新しい MFF の策定が近づくごとに加盟国政府と
欧州委員会・欧州議会などが数年かけて交渉をおこなうが、いったん策定されるならば MFF
期間のあいだ 5 は欧州という名前を冠した活動が持続する。それは金融・市場統合 ･ 外交等の
ることもおこなわれている。
2 EU 財政における結束政策の意義の増大に注目した論文としては、名取（2007）、豊（2008）（2010）を参照
されたい。なお EU 研究・教育の教科書 McDonald, F. and Dearden, S. eds. (2005),　Wallace, H., Pollack, M. 
A., and Young, A. S. eds. (2010) のなかの関連章も有益である。このノートでは、結束政策についての欧州委
員会の最新の公式報告書（「第 6 次結束政策報告」：EC(2014)）および Bachtler, Mendez, and Wishlade (2013)
に多くを依存している。
3 2010 年 6 月に欧州理事会によって採択された「欧州 2020」（EC(2010a)）は、この 3 つの「優先事項」とと
もに、① 20-64 歳人口の就業率を少なくとも 75% に引き上げる　②研究・開発に対 GDP 比 3 パーセントを
投資　③温室効果ガス排出を対 1990 年比で少なくとも 20% 削減、条件が整えば 30% 削減。エネルギー効率
を 20% 高める　④　中等教育の中断率を 10% まで引き下げ、30-34 歳年齢層中の高等教育および専門職業教
育修了者の比率を少なくとも 40% に高める　⑤　貧困ライン以下で生活している市民の数を 25% 削減して、
2000 万人以上を貧困と排除から救出する、という 5 つの主要目標をかかげている。中村（2015）は、5 年経
過後の中間総括として、社会的排除の克服 = 包摂的成長をかかげながら債務危機諸国に緊縮を強いる等の矛
盾が露呈していることを指摘している。
4 例外は EU の地域政策について、その成立から 21 世紀初頭にいたるまでを総覧的に検討した辻 (2003) であ
る。その他、経済史研究者、地方財政研究者、行政担当者の側から欧州地域政策に関心が向けられること
があるが、システマティックな研究になってはいない。
5 中期財政期間と約されることもある。MFF 期間は 5 年以上とされているが、最近は 2000-2006 年、2007-
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ために 1960 年に設けられた欧州社会基金（European Social Fund： ESF）が利用されたが、
それは低開発地域の振興の問題とは別個の問題と考えられていた。
　しかし 1970 年代はじめに旧 EFTA のイギリス、アイルランド、デンマーク 3 国が EC（1967
年から EC に呼称変更）に加盟（第一次拡大の実現は 1973 年）する見込みが明らかになると、
6 詳しくは辻 (2003)、清水 (2010) を参照。
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は、このような事情があった。これに 1960 年から存在していた ESF、共通農業政策のうち農
村開発にかかわる欧州農業指導保障基金ガイダンス部門（EAGGF-Guidance：1962 年発足）8
の 3 基金（後 2 基金についてはその一部。これら 3 基金に後に創設される結束基金（Cohesion 
Fund）、漁業指導金融手段 FIFG9 を加えた 5 基金がまとめて構造基金と呼ばれる）が欧州地
域政策の資金として利用可能になった。




      『第６次結束政策報告』EC(2014)より p.180 
 
 図１は第６次結束政策報告（EC2014）から取ったもので、ERDF と ESF、それに 1993
年発足の結束基金（Cohesion Fund）を加えた地域政策への支出の推移を加盟国の対 GNI
パーセントで示している。（結束基金は国民一人あたり GNP が加盟国全体の平均の 75 パー
セント以下の諸国だけを対象にした主としてインフラ整備のための資金で、1990 年代の１
５加盟国の時期にはスペイン、ギリシア、アイルランド、ポルトガルの４国がその受領国
であった。）当初は対 GNI 比 0.05 パーセントにも満たなかった支出が 1980 年代をとおし
て増加し、1990 年代には約 0.25 パーセント前後に達し、2000 年代後半には 0.3 パーセン
トを超えかけていることが見て取れる。 
 図 2 の 1、2、3 は 1990-1999 年、2000-2006 年、2007-2012 年の３期にわけてこの政策
による支出が受取国の対 GNI 比で何パーセントにあたるかを示している。15 加盟国の時期
には結束基金の対象でもあった先の４カ国が対 GNI 比で１パーセントを超えるか、あるい
はそれに迫る資金を受け取っていた。25 のち 27 加盟国の時期には、この 4 カ国に新規加
盟国が加わり、2000 年代後半にはポーランド、ハンガリー、バルト３国は先の 4 カ国の受
取割合を凌駕して対 GNI 比 2 パーセント台の資金を得ている。これらの資金受取国にとっ
ては、構造基金からの援助は国民経済にとって死活の意義をもっている。10 
 
＝図２－１ 結束政策支出の対象国 GNI 比（％）1990-1999 年 
 図２－２ 同 2000-2006 年 
 図２－３ 同 2007-2012 年 
   緑色：ESF、紫色：ERDF、橙色：結束基金 
   出所：   同前 P. 181 
                                                  
10 中東欧の新規加盟国８カ国にとっての欧州結束政策の効果について喜田（2014）を参照。 
　




8 これは 2007 年に廃止され、EAFRD (European Agricultural Fund for Rural Development) に引き継がれ
た。
9 欧州の漁業政策は、はじめ共通農業政策の一環として、欧州農業指導保障基金 EAGGF (European Agricultu
re Guidance and Guarantee Fund) から支出されていたが、1993 年に共通漁業政策の樹立にともない、FIFG
（Finamcial Instrument for Fisheries）が創設された。のち 2007 年に EFF (European Fisheries Fund) とな
り、2014 年にさらに EMFF (European Maritime and Fisheries Fund) に再編された。
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　図 1 は「第 6 次結束政策報告」（EC（2014））から取ったもので、ERDF と ESF、それに
1993 年発足の結束基金（Cohesion Fund）を加えた地域政策への支出の推移を加盟国の対
GNI パーセントで示している。（結束基金は国民一人あたり GNP が加盟国全体の平均の 75
パーセント以下の諸国だけを対象にした主としてインフラ整備のための資金で、1990 年代の
15 加盟国の時期にはスペイン、ギリシア、アイルランド、ポルトガルの 4 国がその受領国で
あった。）当初は対 GNI 比 0.05 パーセントにも満たなかった支出が 1980 年代をとおして増
加し、1990 年代には約 0.25 パーセント前後に達し、2000 年代後半には 0.3 パーセントを超
えかけていることが見て取れる。
　図 2 の 1、2、3 は 1990-1999 年、2000-2006 年、2007-2012 年の 3 期にわけてこの政策に
よる支出が受取国の対 GNI 比で何パーセントにあたるかを示している。15 加盟国の時期には
結束基金の対象でもあった先の 4 カ国が対 GNI 比で 1 パーセントを超えるか、あるいはそれ
に迫る資金を受け取っていた。25のち27加盟国の時期には、この4カ国に新規加盟国が加わり、
2000 年代後半にはポーランド、ハンガリー、バルト 3 国は先の 4 カ国の受取割合を凌駕して
対 GNI 比 2 パーセント台の資金を得ている。これらの資金受取国にとっては、構造基金から
の援助は国民経済にとって死活の意義をもっている。10
10 中東欧の新規加盟国 8 カ国にとっての欧州結束政策の効果について喜田（2014）を参照。















った。11 また 1984 年には ERDF の使途の調整を従来以上に高める改革がおこなわれてい
る。この時期は欧州単一市場の完成を見越して欧州統合の発展が積極的に追及されていた
時期であり、地域政策は欧州の結束を強めるための政策として位置づけられ、制度として
                                                  
11 私たちの研究グループが以前の共同研究で注目したクロスボーダー・コーペレーション
（若森ほか 2007）はこの共同体イニシアチブの一部である INTERREG（越境地域間協力）





出所：EC(2014) p.181 出所：EC(2014) p.181
図 2-2　同　2000-2006 年 図 2-3　同　2007-2012 年
　1990 年代の地域政策は加盟国間の資金再配分という性質が濃厚で、その使用については加
盟国政府の権限が強く、共同体の独自政策とはみなしがたいものであった。その後、1979 年









摂南経済研究  第 6 巻  第１・2 号（2016）
　また 1984 年には ERDF の使途の調整を従来以上に高める改革がおこなわれている。この
時期は欧州単一市場の完成を見越して欧州統合の発展が積極的に追及されていた時期であり、
地域政策は欧州の結束を強めるための政策として位置づけられ、制度として整備された。ジャ
ック・ドロールが欧州委員長として当時 EC の財政改革の一環としておこなった 1988 年の構
造基金改革は、第 1 期（1987-1993 年：ドロール・パッケージ I）、第 2 期（1994-1999 年：
ドロール ･ パッケージ II）、第 3 期（2000-2006 年）の 3 期にわたる MFF 期間における地域
政策を大枠で規定するものであった。



























　1988 年改革によって定められた目的は、その後の 1994 年改革、2000 年の MFF2000-2006




第 1 期・第 2 期（1988-1999） 第 3 期（2000-2006） 第 4 期 (2007-2013)
結束目的
（1993 以降結束基金）







（1 人あたり GDP が共同体平均の






















目的 4（ESF）：職能育成 － －
目的 5a ：農業近代化 (EAGGF-
Guidance)
5b：農村開発 (ERDF, ESF, 
EAGGF)
－ －

















　EC は地域政策を実施するために NUTS と称される 3 レベルの地域区分 12 を導入し、そのレ
ベル 2 水準の地域単位ごとに地域政策の分野目的に適合するかどうかの統計を整備した。と
くに目的 1 の支出対象は、NUTS2 レベルの地域単位で、PPS 基準一人あたり GDP が欧州
平均の 75 パーセント未満になる地域に限定された。目的 2 と目的 5b も地域指定（NUTS3
レベル）の事業費目であり、目的 3 と目的 4 には地域的制限はない。したがって同一国内で
も事業対象になる地域とそうでない地域にわかれることがある。13　また後には一人あたり
GDP が欧州平均 75 パーセントから 90 パーセント未満の地域で、事業の連続性の確保の点
から規模を限定して支援をおこなう過渡的地域の制度（transitional support）も設けられた。
12 NUTS1 は人口 300~700 万人規模、NUTS2 は 80~300 万人規模、NUTS3 は 15~80 万人規模である。
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一人あたり GDP が欧州平均 75 パーセントから 90 パーセント未満の地域で、事業の連続性
の確保の点から規模を限定して支援をおこなう過渡的地域の制度（transitional support）
も設けられた。図 3-1 と 3-2 は 2000 年代の構造基金の対象地域を示したものである。 
  
   図 3-1,3-2  2000 年代の構造基金受取適格地域 
 
    赤色は目的 1 適格地域、桃色は過渡的地域、青色は目的 2 と 5b 適格地域         
       出所： 第６次結束政策報告(2014), p.184 
 
 
 表２は 2000-2006 年期の EU の財政支出実績表であるが、そのうち本稿が関心をもって
いる地域政策と科学技術政策にかかわる部分についてはその下位区分までを示している。 
 この時期においても CAP が構造政策の支出を上回っているが、CAP のなかの農村開発も
考慮に入れるなら地域政策が狭義の農業政策に匹敵する割合を占めることになる。しかし、
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 この時期においても CAP が構造政策の支出を上回っているが、CAP のなかの農村開発も
考慮に入れるなら地域政策が狭義の農業政策に匹敵する割合を占めることになる。しかし、
                                                  








　表 2 は 2000-2006 年期の EU の財政支出実績表であるが、そのうち本稿が関心をもってい
る地域政策と科学技術政策にかかわる部分についてはその下位区分までを示している。






表 2　第 3期 MFF（2000 年 -2006 年）の EU 支出（結束政策を中心に）（単位：百万ユーロ）
表２
　 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 計 割合百分率
１．農業 40,505.9 41,533.9 43,520.6 44,379.2 43,579.4 48,465.8 49,798.8 311,783.6 47.9
　　　農村開発 25,499.4 4,363.8 4,349.4 4,679.6 5,357.9 6,310.9 7,709.6 58,270.6 9.0
２.構造政策 27,590.8 22,455.8 23,499.0 28,527.6 34,198.3 32,763.2 32,399.3 201,434.0 31.0
　構造基金 25,905.6 20,472.4 20,312.0 26,243.5 31,516.0 30,526.9 29,381.3 184,357.7 28.3
　　目的１ 15,485.2 13,789.4 15,369.1 18,986.0 22,004.2 20,573.4 20,418.9 126,626.2 19.5
　　目的２ 3,859.5 3,137.9 1,641.2 3,587.0 4,310.7 20,573.4 3,112.0 40,221.7 6.2
　　目的３(ESF) 3,094.1 1,630.3 2,404.4 2,548.3 2,919.1 3,540.2 3,908.3 20,044.7 3.1
　　他の構造施策 980.6 115.6 155.0 175.9 220.6 299.3 144.2 2,091.2 0.3
　　共同体イニシアチブ 2,301.4 1,701.4 556.5 801.0 1,964.7 2,109.6 1,681.0 11,115.6 1.7
　　イノベーション施策と
　　技術補助 184.3 97.9 185.8 145.4 96.8 103.1 117.0 930.3 0.1
　構造基金：EAGGF総額 3,558.6 2,145.0 1,672.1 2,612.8 3,427.3 3,588.2 3,591.4 20,595.4 3.2
　構造基金：FIFG総額 526.1 229.1 325.2 495.0 498.9 517.5 495.7 3,087.5 0.5
　構造基金：ERDF総額 13,783.9 12,623.2 11,589.5 15,836.9 18,511.0 16,904.9 15,972.9 105,222.3 16.2
　構造基金：ESF総額 8,037.0 5,475.0 6,725.2 7,298.7 9,078.8 16,904.9 9,321.4 62,841.0 9.7
　結束基金 1,685.2 1,938.4 3,148.0 2,195.1 2,642.8 2,236.3 3,018.0 16,863.8 2.6
３．対内政策 5,370.8 5,303.1 6,556.7 5,671.8 7,255.2 7,972.1 9,013.7 47,143.4 7.2
　研修・青年・文化・視
　聴覚・メディア情報 769.4 880.6 930.1 943.3 1,071.4 1,238.5 1,361.7 7,195.0 1.1
　エネルギー、Euratom核
　防備、環境 151.5 208.0 197.5 211.7 266.6 297.5 431.8 1,764.6 0.3
　消費者保護・域内市場
　・産業・Trans-E. 894.6 863.3 1,039.6 1,079.2 1,326.1 1,568.8 1,473.9 8,245.5 1.3
　研究および技術開発 3,408.9 3,195.9 3,667.2 3,279.6 4,244.5 4,508.7 5,112.2 27,417.0 4.2
４．対外政策 3,841.4 4,230.6 4,423.7 4,285.8 4,605.8 5,013.1 5,186.2 31,586.6 4.9
５．管理費 4,751.1 4,855.1 5,211.6 5,305.2 5,856.4 6,191.4 6,699.7 38,870.5 6.0
６．剰余金 186.3 207.2 170.5 147.9 151.9 140.1 127.6 1,131.5 0.2
７．加盟前戦略 1,203.7 1,401.7 1,752.4 2,239.8 3,052.9 2,984.6 2,276.7 14,911.8 2.3
８．補償 0.0 0.0 0.0 0.0 1,409.5 1,305.0 1,073.5 3,788.0 0.6
支出総額 83,450.0 79,987.3 85,144.5 90,557.5 100,139.4 104,835.2 106,575.5 650,689.4 100.0
対共同体GNI比％ 0.92 0.85 0.88 0.91 0.92 0.92 0.88 0.90
 
各国拠出金 72,702.0 66,128.8 68,484.0 72,775.3 82,756.2 86,748.0 87,322.9 536,917.2
　VAT基準財源 35,192.5 31,320.3 22,388.2 21,260.1 13,912.2 16,018.0 17,206.2 157,297.5
　GNP（GNI）基準財源 37,580.5 34,878.8 45,947.6 51,235.2 68,982.0 70,860.6 70,132.1 379,616.8
伝統的独自財源 15,267.1 14,589.2 9,214.0 10,857.2 12,307.1 14,063.1 15,028.3 91,326.0 対GNI総額％
独自財源総額 87,969.2 80,718.1 77,698.0 83,632.5 95,053.3 100,811.1 102,351.2 628,233.4 0.87
総歳入 92,724.4 94,289.3 95,434.4 93,468.6 103,511.9 107,090.6 108,423.0 694,942.2 0.96
GNI総額* 9,085,290.6 9,403,852.7 9,727,482.6 9,923,915.6 10,933,761.5 11,409,673.0 12,054,393.8 72,538,369.8
第３期MFF（2000年-2006年）のEUの支出（結束政策を中心に）  (単位：百万ユーロ)
*GNI (EUR billion) の数字は ESA 2010による 2000-2003年は15カ国、2004-2006年は25カ国
http://ec.europa.eu/budget/library/biblio/documents/2014/Internet%20tables%202000-2014.xls
をもとに筆者作成
　それに対して、2007-2013 年 MFF 期間の財政支出実績をまとめたのが表 3 である。この時
期には、「欧州 2020」の成長戦略を意識して、支出項目の第 1 に持続的成長を置き、この期
の政策の眼目である成長と雇用を掲げた「競争力」政策 1.1 と「経済的・社会的 ･ 領域的結
束」1.2. を並べている。1.1 はそれ以前には対内政策に入っていた科学技術政策等を拡充した
もので規模的にも拡充されて総支出の 9 パーセント近くになっている。1.2 の結束政策の割合
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表 3　第 4期 MFF（2007 年 -2013 年）の EU 支出（結束政策を中心に）(単位：百万ユーロ )
　　　　　　　　　　　　　　　　表３ 第４期MFF（2007-20１３）のEUの支出（結束政策を中心に）  (単位：百万ユーロ)
　 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 計 割合％
１　 43,713.0 45,611.4 44,683.5 48,828.0 54,731.6 61,584.7 71,238.2 370,390.4 41.82
1.1.成長・雇用のための競争力 6,738.2 10,056.6 10,750.6 11,648.9 12,353.0 13,094.4 14,306.9 78,948.6 8.91
1.1.1.第７次研究枠組プログラム 4,059.4 6,471.3 6,675.4 6,919.9 7,510.7 8,538.6 9,590.4 49,765.7 5.62
1.1.3.　Ten 371.5 897.9 852.1 869.5 865.6 842.3 809.9 5,508.8 0.62
1.1.4　Galileo 0.0 150.9 722.9 453.1 565.6 406.4 396.4 2,695.3 0.30
1.1.5　Marco Polo 9.5 18.4 31.0 32.1 20.8 22.3 21.7 155.8 0.02
1.1.6　継続学習（LLP) 958.8 1,052.6 1,149.1 1,187.9 1,315.1 1,448.4 1,524.3 8,636.2 0.98
1.1.7.競争力・イノベーション枠組み
   プログラム(CIP) 267.4 363.9 309.6 243.3 297.1 416.7 577.0 2,475.0 0.28
1.1.8　社会政策事項 119.6 131.7 141.6 171.3 150.9 174.0 134.6 1,023.7 0.12
1.1.10　核廃棄 37.9 197.5 110.0 219.1 102.0 179.0 180.4 1,025.9 0.12
1.1.11　欧州グローバル調整基金 18.6 49.0 12.4 104.5 114.3 83.3 42.0 424.1 0.05
1.1.12 エネルギープロジェクト 0.2 701.1 487.7 183.7 201.6 1,574.3 0.18
1.2 成長・雇用のための結束 36,974.8 35,544.8 33,932.9 37,179.1 42,378.5 48,490.4 56,931.2 291,431.7 32.91
1.2.1　構造基金 32,699.6 30,264.5 26,848.5 29,214.0 36,914.3 38,858.4 45,014.8 239,814.1 27.08
  1.2.11収斂目的 23,521.6 21,400.3 19,886.8 21,725.6 27,121.2 30,438.2 34,688.8 178,782.5 20.19
  1.2.12　地域競争力・雇用目的 7,835.2 7,395.2 6,176.3 6,757.4 7,651.0 7,036.0 8,678.4 51,529.5 5.82
 1.2.13　欧州領域協力目的 1,297.8 1,361.4 700.0 650.4 1,078.8 1,315.6 1,578.9 7,982.9 0.90
  1.2.14　技術的支援 44.9 107.5 85.4 80.7 65.3 68.6 68.5 520.9 0.06
1.2.2　結束基金 4,275.2 5,290.4 7,083.8 7,959.9 6,453.7 9,626.2 11,910.3 52,599.5 5.94
2 自然資源の保護と運用 54,648.4 54,812.0 55,877.3 56,647.3 57,374.5 59,096.2 59,524.4 397,980.1 44.94
2.0.1　市場関連支出･直接援助 42,413.2 43,288.6 46,349.2 44,283.5 44,123.6 44,859.1 45,275.0 310,592.2 35.07
2.0.2　農村開発 10,874.3 10,529.1 8,739.7 11,485.8 12,295.2 13,261.0 13,158.1 80,343.2 9.07
2.0.3　欧州漁業基金 749.8 572.1 290.9 395.5 445.9 480.7 567.3 3,502.2 0.40
2.0.4　漁業管理･国際合意 217.3 232.7 221.9 200.0 256.3 173.7 184.6 1,486.5 0.17
2.0.5　Life+ 114.4 145.4 216.0 221.3 205.2 244.5 268.6 1,415.4 0.16
3 市民権・自由･安全・正義 1,049.8 1,310.6 1,993.0 1,373.0 1,827.3 2,374.5 1,883.1 11,811.3 1.33
3.1 自由・安全・正義 212.2 389.7 684.5 683.9 871.1 917.0 1,122.0 4,880.4 0.55
3.2 市民権 837.6 920.9 1,308.5 689.0 956.2 1,457.5 761.1 6,930.8 0.78
4 グローバルパートナーとしてのEU 7,291.8 7,310.7 7,982.9 7,486.5 7,102.2 7,063.6 7,055.2 51,292.9 5.79
4.0.1 加盟前補助（IPA） 2,510.5 2,126.7 2,203.2 1,473.0 1,262.0 1,257.2 1,296.6 12,129.2 1.37
5 管理 6,805.6 7,292.5 7,615.3 7,895.8 8,359.3 8,564.4 8,693.2 55,226.1 6.24
6 補償 444.6 206.6 209.1 0.0 0.0 0.0 75.0 935.3 0.11
支出総額 113,953.3 116,544.5 118,361.0 122,230.7 129,394.9 136,683.4 148,468.9 885,636.7 100.00
同　対共同体GNI比 0.89 0.90 0.97 0.96 0.98 1.02 1.10 0.97
　
各国拠出金 93,414.5 93,885.2 94,378.7 103,415.6 103,216.9 112,976.4 124,378.3 725,665.6
　VAT基準財源 19,440.8 19,007.7 12,796.2 12,470.5 14,798.9 14,871.2 14,019.7 107,405.0
　GNP基準財源 73,914.7 74,477.3 81,982.5 91,066.8 88,414.3 98,163.0 110,194.6 618,213.2
伝統的独自財源 16,573.0 17,272.3 14,528.2 15,659.3 16,777.7 18,453.4 15,365.3 114,629.2 対GNI割合％
独自財源総額 109,987.5 111,169.1 108,906.9 119,074.9 119,994.7 129,429.8 139,743.6 838,306.5 0.92
総歳入 117,563.0 121,584.4 117,625.6 127,795.3 130,000.0 139,540.5 149,503.7 903,612.5 0.99
　
GNI総額* 12,872,042.3 12,900,329.2 12,202,481.3 12,784,622.3 13,172,954.7 13,417,862.2 13,536,988.7 90,887,280.7





: . . li i li l . l
　「第 6 次結束政策報告」（EC（2014））では、第 4 次拡大前の 15 加盟国とそれ以後の加盟国




























開発を含む） 31.5 33.0 28.0 34.4 48.1 31.1 29.2 33.8
インフラ（運輸、エネルギー、
電気通信、社会インフラ） 36.3 26.1 30.9 23.1 5.2 1.50 13.4 13.2
ヒューマンキャピタル
（労働市場、教育、社会的包摂） 20.6 24.7 24.5 22.3 39.0 56.8 45.8 34.6
環境 1.6 14.3 14 15.4 7.6 9.8 8.6 14.2
その他 9.7 1.9 0.8 0.4 0.0 0.8 1.1 0.3
技術的支援 0.4 0.0 1.8 4.3 0.0 0.0 1.8 3.8


















0.1                      0.0                      
2.1                      5.0                      
100.0 100.0
41.5                    36.1                    
14.8                    12.5                    




14.2                    25.6                    
出所：EC（2014） p.207









15 石井（2014?）は EU の地域政策を財政移転の政策としてとらえてその効果を検討している。
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総額 16.9 兆円で同年の GNI の約 3.3 パーセントになり、これは EU の地域政策資金が加盟国



























　その後 2007-2013 年の第 4 期 MFF では、財政計画の筆頭に、従来の「農業」にかわって「1 
持続可能な成長」が登場し、その下の「1.1 成長・雇用のための競争力」にこれまで「対内政策」
のなかに含まれていた科学技術・教育文化政策の費目を入れ、地域政策を指す「1.2 成長・雇
用のための結束」と並べた。両者あわせて全年度計で総予算枠の 45.0 パーセント（1.1 が 9.2
パーセント、1.2 が 35.8 パーセント）になっていて、共通農業政策を指す「1.2 自然資源の保
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全と運用」の 42.3 パーセントを超している。16　この第 4 期 MFF は、こうした表題の変更か
らわかるように、2000 年の「リスボン戦略」とその 2005 年の改訂版（成長と雇用に焦点を
当てなおした「再生リスボン戦略」）に対応したものである。
　この第 4 期の結束政策の決定過程を関係者インタビュウを繰り返して跡付けた研究
（Bachtler, Mendez, Wishlage (2013) chap.9）によれば、欧州委員会の内外、加盟各国政府、
欧州議会、地方政府、専門アドバイザーらの利害と思惑が複雑に入り組むこの政策決定過程
をリードしたのは地域総局であった。担当コミッショナーのミシェル・バルニエ（Michel 


















6 カ国の首脳が連名書簡で次期 MFF における EU の支出平均が総 GNI の 1 パーセントを超
さないようにと要求した。この連名書簡は EU の公式手続きにはない意思表明であったが主要
純拠出国の意思として、その後のEUの予算に上限を課すものとなった。ただし、欧州委員会は、
1 パーセント上限は約束金額についてのものではないと解して MFF レベルでは 1.1 パーセン
16 MFF で示されているのは配当可能予算額（上限予算）であって実績ではない。先に表 3 で示した実績支
払額表では、全体として MFF より少なくなっているが、この減少の結果、「1 持続的な成長」の費目支
払額は「2 自然資源の保全と運用」の支払い額よりも少なくなっている。プログラムやプロジェクトが中
心の項目 1 では、農業者への直接支払いが主になっている項目 2 と異なって、プログラムの作成・運営・
管理の面で予算の実効使用に問題が残るからである。
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ト、また交渉段階では 1.25 パーセントまで許容されると考えた。（ibid.,  p.152）
　この研究は 2004 年から 2006 年に至る欧州首脳会議での地域政策をめぐる各国の対立とそ
の収拾過程を詳細に跡付けている。欧州委員会は、最初、GNI 比 1.24 パーセントの総予算
枠、地域政策は対 GDP 比 0.45 パーセントの原案を提出し、スペイン、ポルトガル、ギリシア、
ベルギー、またほとんどの新規加盟国の支持を得たが、それに対して先の連名書簡に加わった




1.1 から 1.4 パーセントを示唆した。延々と続く交渉の結果、修正や減額が加えられて最後に
は中間派の主張に近い 1.12 パーセントに落ち着いている。初期には、「地域の競争力と雇用」
を中軸にかかげることにすら反対があったが、新規加盟 10 カ国を含む多数国の支持がそれを
沈黙させた。結果として決定した MFF2007-2013 が表 6 である。なお、この数値が前掲表 3
のそれと異なるのは、主として物価基準年度がこの表では 2004 年価格になっているからであ
る。
表 6　第 4 期 MFF（EU27）2007-2013 の予算（2004 年価格、百万ユーロ）表６
項目 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 期間総額 割合(%)
1.        9.44835,883696,85807,75396,55534,65978,55262,35568,05
1a. 成長と雇用のた
めの競争力         2.9356,97370,31776,21603,11085,21810,21595,9404,8
1b. 成長と雇用のた
めの結束       7.53588,803326,54130,54783,44558,34168,34766,34164,24
２．自然資源の保全と
運用       3.24922,663483,15109,15631,25832,35320,15586,45269,15
うち市場関連支出と
直接支払い       9.33501,392546,04740,14354,14468,14972,24796,24021,34
３．市民権・自由・安
全・正義         2.1567,01889,1797,1546,1305,1573,1852,1991,1
3a　自由・安全・正義
        8.0526,6093,1002,1050,1019587096006
４．グローバル欧州
        7.5364,94920,8976,7933,7900,7937,6964,6991,6
５．管理費         7.5491,94016,9472,7440,7999,6618,6818,6336,6
６．補償 419 191 190 0 0 0 0 800 0.1        
約束合計額 117,277 122,683 122,022 125,184 123,857 125,359 127,607 864,989 100.0    
EU27ヶ国GNI比（％） 1.08% 1.09% 1.06% 1.06% 1.03% 1.03% 1.01% 1.05%
　支払合計額 115,142 119,805 109,091 119,245 116,394 120,649 120,418 820,744




















改革は、「パラダイム ･ シフトの開始」に過ぎず、それは第 5 期 MFF のための 2013 年改革
にまでひきつがれる。17　
















　またこの第 5 期 MFF およびそのもとでの結束政策では、財政の効率化と実施にかかわる管
17 Bachtler, Mendez, and Wisha (2013) p.260. 「リスボン化」と名づけたのは Mendez(2011)。
18 これは、ERDF のテーマ別目的 1、2 に各国 ･ 地域が申請する際の事前要件になっている。この新しいコンセ
プトについては八木 (2016) を参照されたい。
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理運営における成果重視とガバナンス向上に意が用いられている、この第 5 期 MFF の約束予
算規模を全期間についてみると対 GNI 比でちょうど 1.00 パーセントと予想されていて、これ
は前期の MFF の予算枠の対 GNI 比よりも実績支出額の対 GNI 比に近い。
　今期の MFF（とくに地域政策）の政策形成過程を詳細に裏付けるようなことはできないが、
2007 年 5 月、2010 年 11 月、2014 年 7 月に公表された第 4 回、第 5 回、第 6 回の「結束政
策報告」とその他の主要な文書をたどって 2013 年改革に向けた動きを概観してみよう。





　この報告書は EU 各国の所得と雇用における格差が過去 10 年間のあいだに縮小し、地域政
策がそれに貢献したことを具体的に挙げ、なお残る問題や、国および自治体レベルの政策との
連携をはかる必要を説明している。それを受けて今後の討論を方向づけるために、以下のよう



































　ヒュブナーはさらに、イタリアの経済財政大臣であったファブリチオ ･ バルカ（Fabricio 































に基礎をおく戦略 place-based policy」も EU の公式文書で採用されることはなかったが、そ
こで提言されているコア優先事項の集中化、地域のアクターや潜在力の重視、ガバナンスの強
化などはその後の討議に影響を与えていると思われる。
　第 4 次報告の 3 年後に出た第 5 次結束政策報告は、第 5 期 MFF に向けての討議の中間ま
とめという性格をもっていると考えられる。そこでは、「リスボン戦略」の後継戦略である「欧









委員会は 2011 年の年初から次期 MFF 作成の具体的な準備に入り、MFF2014-2020 の最初
の案（表 7）を同年 6 月 29 日に加盟各国に提示した。欧州経済は不況にいまなおあえいで
いて、反欧州感情の高まりのなかでは、欧州委員会も、欧州結合機構（Connecting Europe 
Facility）のような野心的な投資を提案しながらも予算の規模増大を提案することはできなか
った。2011 年価格で初年度（2014 年）上限 1430 億ユーロ、支払額 1330 億ユーロ、2014
年 -2020 年全体では上限 1 兆 250 億ユーロ、支払額 9721 億ユーロであった。対 GNI 比で
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いうとそれぞれ、1.08 パーセント、1.01 パーセント、1.05 パーセント、1.00 パーセントで
あった。それでも早速 9 月には 8 カ国政府首脳から EU 予算の削減を要求する連名書簡が提
出され、財政緊縮と野心的な政策提案の入り混じった延々と続く駆け引きが開始された。
表 7　MFF（EU27）20014-2020 欧州委員会の当初案（2011 年価格、百万ユーロ）表７
項目 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 期間総額 割合(%)
1. スマートで包摂的な
成長 64,706 66,588 68,138 69,957 71,594 73,763 76,163 490,909 47.4    
1b. 経済的、社会的、
領域的結束 50,468 51,543 52,542 53,609 54,798 55,955 57,175 376,020 36.3    
２．持続的成長：自然資
源 57,833 56,759 55,707 54,670 53,660 52,665 51,633 382,927 37.0    
うち市場関連支出と
直接支払い 42,691 41,854 41,034 40,229 39,440 38,667 37,909 281,825 27.2    
３．治安と市民権 2,532 2,571 2,609 2,648 2,687 2,726 2,763 18,535 1.8      
４．グローバル欧州 9,400 9,645 9,845 9,960 10,150 10,380 10,620 70,000 6.8      
５．管理費 8,542 8,679 8,796 8,942 9,073 9,225 9,371 62,629 6.1      
うちEU制度の管理支出 6,967 7,039 7,108 7,191 7,288 7,385 7,485 50,464 4.9      
約束合計額 143,013 144,241 145,094 146,179 147,164 148,758 150,551 1,035,000 100.0   
EU27ヶ国GNI比（％） 1.08% 1.09% 1.06% 1.06% 1.03% 1.03% 1.01% 1.05%
　支払合計額 133,851 141,272 135,506 138,384 142,228 142,894 137,966 972,102





　その 2 年半後の 2013 年 11 月 19 日に、欧州評議会と欧州議会によって最終的に採択さ
れた MFF（表 8）は、その初年度予算は 2011 年価格で上限 1343 億ユーロ、支払額 1280
億、期間全体で同上限 9600 億ユーロ、支払い額 9084 億ユーロとさらにきりつめられた。先
と同様に対 GNI 比でいうと、それぞれ 1.05 パーセント、0.98 パーセント、1.00 パーセン
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表 8　決定された第５期 MFF（EU28）20014-2020（2011 年価格、百万ユーロ） 表８
項目 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 ２０20年 期間総額 割合(%)
1. スマートで包摂的な
成長 60,283 61,725 62,771 64,238 65,528 67,214 69,214 450,763 47.0%
1a.成長と雇用のため
の競争力 15,605 16,321 16,726 17,693 18,490 19,700 21,079 125,614 13.1%
1b. 経済的・社会的・
領域的結束 44,678 45,404 46,045 46,545 47,038 47,514 47,925 325,149 33.9%
２．持続的成長：自然
資源 55,883 55,060 54,261 53,448 52,466 51,503 50,558 373,179 38.9%
うち市場関連支出と直
接支払い 41,585 40,989 40,421 39,837 39,079 38,335 37,605 277,851 28.9%
３．治安と市民権 2,053 2,075 2,154 2,232 2,312 2,391 2,469 15,686 1.6%
４．グローバル欧州 7,854 8,083 8,281 8,375 8,553 8,764 8,794 58,704 6.1%
５．管理費 8,218 8,385 8,589 8,807 9,007 9,206 9,417 61,629 6.4%
うちEU制度の管理支 6,649 6,791 6,955 7,110 7,278 7,425 7,590 49,798 5.2%
約束合計額 134,318 135,328 136,056 137,100 137,866 139,078 140,242 959,988 100.0%
EU28ヶ国GNI比（％） 1.03% 1.02% 1.00% 1.00% 0.99% 0.98% 0.98% 1.00%
　支払合計額 128,030 131,095 131,046 126,777 129,778 130,893 130,781 908,400









　－ 2008 年から 2013 年にかけて EU は、28 カ国全体で公共投資が 20 パーセント減少し
ているが、結束政策がなければその落ち込みはさらに厳しいものになっていた。（図 4）　
　－ 2010 － 2012 年の数字では、中東欧諸国 7 カ国にマルタ、ポルトガルを加えた 9 カ
国では、結束政策資金とそれと共同した国家資金による公共投資はこれらの国の公共投資
総額の 50 パーセントから 90 パーセントを占め、これらの国の経済の根幹的な下支えになっ
ている。
　－ ERDF 基金は、雇用面でも、2007 － 2012 年の期間に 60 万人の雇用を生み出した。
また、20 万件の中小企業プロジェクト、8 万件の新規開業を支援し、2.2 万件の産学協働
のプロジェクトに融資した。




　－同期間に、ESF 基金がおこなったプロジェクトには 6800 万人が参加し、ESF の補助







 －結束政策のもとで、欧州交通幹線ネットワークの 3000 キロ分が建設され、低開発加盟国政府の研究開
発予算を倍に増加させた。 
 －同期間に、ESF 基金がおこなったプロジェクトには 6800 万人が参加し、ESF の補助を受けたあと就
職した失業者・不活動者は 570 万人、技能を身につけた人は 860 万人に達した。また、40 万人以上が自営
業を開始した。 
  
図４ 公共投資に対する結束政策の効果（2007-2013 年） 










って、主として恩恵をうける EU13 カ国の GDP に対して 2.5 パーセント程度のプラス効果
をもち（図５）、それが支出経費額を超えることが示されている。 
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図 5　2014-2020 年期結束政策の GDP に及ぼす効果の推測
　　　　　　　（ベースラインからの影響パーセンテージ）
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       （ベースラインからの影響パーセンテージ） 






定する様々な要素を強化するための手段ともみなせるからである。」（EC 2014：p.10）  
 








渡的地域は 60％、発展地域は 80％）集中させる。1000 億ユーロがこれらのセクターに向けられ、そのう
ち 230 億ユーロが低炭素経済への移行を支援する。また、低発展地域は ERDF 資金の 12％、過渡地域は
15％、発展地域は 20％以上をこの目的に向けなければならない。結束基金中の約 660 億ユーロは TEN あ
るいは環境インフラプロジェクトにあてられる。ESF 資金は、少なくとも 700 億ユーロが加盟国のニーズ










　この第 5 次 MFF 期の結束政策を開始するにあたっては、以下の 10 点の改革がおこなわれ
ている。
1.  EU 内の全地域で投資可能にするとともに、発展のレベルと支援および国家的拠出のレ
ベルを適合させる。（一人あたり GDP が EU 平均の 75% 未満の低発展地域、75% 以
上 90% 以下の過渡的地域、90% より上の発展地域）
2.  枢要な成長部門に資源を向けるための規定。ERDF による投資は、「イノベーション
と研究」「デジタル整備」「中小企業支援」「低炭素経済」の優先事項に地域の発展レベ
ルに応じて（低発展地域は 50%、過渡的地域は 60%、発展地域は 80%）集中させる。
1000 億ユーロがこれらのセクターに向けられ、そのうち 230 億ユーロが低炭素経済
への移行を支援する。また、低発展地域は ERDF 資金の 12%、過渡地域は 15%、発
展地域は 20% 以上をこの目的に向けなければならない。結束基金中の約 660 億ユー
ロは TEN あるいは環境インフラプロジェクトにあてられる。ESF 資金は、少なくと














6.  調和性を高め重複を減らすために共通の戦略を確立する。共通戦略枠組（Common 
Strategic Framework）によって基金相互の調和を実現し、さらに Horizon 2000、
CEF、雇用・社会イノベーション ･ プログラムなどの他の EU 政策手段と調和させる。
7.  官僚主義を打破して EU 投資を簡単化する。各基金の手続きルールを共通化し、デジ
タル技術も用いて簡素化する
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補  第 5期多年度財政枠組（MFF2014-2020）の概要
期限内の成立も危ぶまれていた第 5 期 MFF(2014-2020）が成立したのは、2013 年の 11
月 19 日であった。先に示した表 8 を参照されたい。
これまでの政策との関連でいえば、1 の「スマートで包摂的な成長」が構造政策と言われた
分野で、そのうちの 1a が今期重視されている成長戦略に向けられた予算枠、1b が従来の結
束政策の予算枠である。それに対して 2 の「持続的成長：自然資源」は、共通農業政策（CAP）
の新バージョンである。
この 3 分野について、初年度 2014 年の枠組予算と支出実績の数字をみながらその詳細を
みてみよう。
表９　2014 年度の費目配分と支出実績 ( 現行価格）
項目 枠組配分 割合 支出実績 割合
1. スマートで包摂的
な成長 63,973 44.9% 67,683 47.6%
1a.成長と雇用のた
めの競争力 16,560 11.6% 13,331 9.4%
1b. 経済的・社会
的・領域的結束 47,413 33.3% 54,352 38.2%
２．持続的成長：自
然資源 59,303 41.6% 56,585 39.8%
うち市場関連支出
と直接支払い 44,130 31.0% 44,288 31.1%
３．治安と市民権 2,179 1.5% 1,711 1.2%
４．グローバル欧州 8,335 5.8% 7,206 5.1%
５．管理費 8,721 6.1% 8,520 6.0%
約束/支出合計額 142,540 100% 142,197 100%







まず、2014 年度の枠組予算と支出実績の全体を示したものが表 8 であるが、現行価格であ
るので、補論表 1 よりも金額が大きくなっている。この表から気づくことは、支出実績総額
は枠組予算総額ぎりぎりにまで達しているが、今期の枠組みの目玉として位置づけられている




表 10　2014 年 EU 予算　項目 1a：成長と雇用のための競争力（単位：百万ユーロ現行価格）
約束分野 枠組予算 割合（%） 支出実績 割合（%）
大規模インフラ・プロジェクト 2,417.1 14.7 1,829.1 13.7
核安全および除去 130.4 0.8 164.6 1.2
ホライゾン 2020　（Horizon 2020）） 9,330.9 56.6 7,414.8 55.6
企業・中小企業の競争力強化（COSME） 275.3 1.7 236.4 1.8
教育・訓練・青年・スポーツ（Erasmus+） 1,555.8 9.4 1,509.4 11.3
社会変革・イノベーション（PSCI） 122.8 0.7 83.7 0.9
税関・金融・不正対策 118.3 0.7 95.0 0.7
欧州接続機構（CEF） 1,976.2 12.0 831.0 6.2
その他のアクション・プログラム 161.3 1.0 対応不明
委員会専権のアクション 138.3 0.8 対応不明
パイロット・プロジェクトと準備段階
アクション
18.6 0.1 18.4 0.1
分権化されたエージェンシー 238.5 1.4 249.3 1.9
計 16,484.0 100.0 13,331.3 100.0
出所：EC(2013)　および  ec.euroa.eu/budget/library/biblio/documents/2014/Internet%20
tables4202000-2014.xls をもとに筆者作成







20 結束政策の資金は受け入れ年から 2 年後のまでに使用されること（M+2) となっていて、2014 年に支出さ
れた資金の多くは前年度以前に受け取られたものである。第 5 次 MFF の最終決定が 2013 年秋であったの








表 11　2014 年 EU 予算　項目 1b：経済的、社会的および領域的結束（単位：百万ユーロ現行価格）
約束分野 枠組予算 割合（%） 支出実績 割合（%）
青年雇用イニシアチブ
　　（トップ項目のみ）
1,804.1 3.8 34.3 0.1
地域収斂（後進地域） 23,264.1 49.0 30,747.4 56.6
過渡地域 4,697.7 9.9 167.3 0.3
競争力 7,403.4 15.6 7,751.0 14.3
欧州地域協力 505.7 1.1 1,686.6 3.1
結束基金（CF） 8,922.4 18.8 13,456.4 24.8
辺境・過疎地域 209.1 0.4 6.6 0.0
その他のアクション、プログラム 695.8 1.5 対応不明
計 47,502.3 100.0 54,351.6 100.0
出所：EC(2013)　および  ec.euroa.eu/budget/library/biblio/documents/2014/Internet%20
tables4202000-2014.xls をもとに筆者作成
1b の枠組予算全体に占める割合は 33.9 パーセントで、これは共通農業政策（CAP）関連
をみなあわせた項目 2 の 38.9 パーセントに次ぐ予算費目である。後進地域に対する収斂のた
めの支出がそのうち 49 パーセントを占めるが、過渡的な地域のためにも、9.9 パーセントが
支出されている。さらに一人あたり平均所得 90 パーセント以下の諸国むけのインフラ整備支
援の「結束基金」が 18.8 パーセントあるので、それらを合わせると四分の三近くなる。これ

















助国ではなくなった。それと対照的に ERDF と ESF の支出には EU の全領域を対象とするこ
とが可能となったが、NUTS2 ごとで一人あたり GDP が EU 平均の 75 パーセント未満、75
パーセント以上 90 パーセント未満、そして 90 パーセント以上の 3 グループにわけて、使途
目的のミニマム割合が規定されることになった。（図 6）














 表 12 2014 年 EU 予算 項目２：持続可能な成長：自然資源  
                    （現行価格百万ユーロ） 
約束分野 枠組予算 割合（％） 支出実績 割合（％）
欧州農業補償基金(EAGF)：市
場関連支出および直接支払 
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約束分野 枠組予算 割合（％） 支出実績 割合（％）
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がおこなわれ、2016 年末までに、この事前要件が実際にも満たされているかどうかがチェッ
クされ、場合によっては基金からの支出が停止されることもある。（EC (2014) p.243f.）
 表 12　2014 年 EU 予算　項目 2：持続可能な成長：自然資源（現行価格百万ユーロ）
約束分野 枠組予算 割合（%） 支出実績 割合（%）
欧州農業補償基金 (EAGF)：市場関連支出お
よび直接支払
43,778.1 73.9 44,288.1 78.3
農村開発欧州農業基金（EAFRD） 13,991.0 23.6 11,190.0 19.8
欧州海洋及び漁業基金（EMFF） 1,017.3 1.7 757.2 1.3
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